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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溶融金属材料の鋳造方法において、
　鋳造チャンバにて溶融金属材料が入るるつぼの近くの固定位置に誘導コイルを設ける工
程であって、前記鋳造チャンバにおいて、前記溶融金属材料は、前記るつぼから鋳造がな
されるモールドへと注入されて、前記誘導コイルは、前記るつぼの近くにある開口と、前
記モールドの溶融物リザーバのみに沿って延びるコイル高さとを有している、工程と、
　前記鋳造チャンバの外側で予熱された前記モールドを、前記鋳造チャンバの中へと移動
させることで、前記誘導コイルが前記溶融物リザーバのみに沿って延びて、前記溶融物リ
ザーバに局所的に隣接するように、前記予熱モールドの前記溶融物リザーバのみを前記誘
導コイルのコイル開口に配置する工程と、
　１又は複数のモールドキャビティを含む前記予熱モールドの領域を、前記鋳造チャンバ
中にて前記誘導コイルの下側及び外側に、且つ前記誘導コイルから離間して配置されたま
まにする工程と、
　前記コイル開口を通して前記鋳造物チャンバへと、前記鋳造チャンバ内の前記るつぼか
ら前記溶融金属材料を注入することで、前記溶融物リザーバと、前記１又は複数のモール
ドキャビティに前記溶融金属材料を供給するゲートとを介して、前記予熱モールドに前記
溶融金属材料を導入して、前記１又は複数のモールドキャビティを前記溶融金属材料で完
全に満たすと共に、前記溶融物リザーバと前記ゲート内に余剰溶融金属材料を与える工程
と、
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　前記モールドが前記鋳造チャンバ内にある間、前記溶融金属材料が前記予熱モールドの
前記１又は複数のモールドキャビティ内で凝固する際に、前記鋳造チャンバ内にて前記溶
融物リザーバのみに沿って延びて、前記溶融物リザーバに局所的に隣接して配置された前
記誘導コイルを、前記溶融物リザーバ内に含まれる金属材料との誘導カップリングを最大
にするようにして励磁して、前記溶融物リザーバ内の溶融金属材料を局所的に加熱し、溶
融状態で維持する工程と、
を含む鋳造方法。
【請求項２】
　前記誘導コイルが励磁されて、前記溶融物リザーバ内と前記溶融物リザーバに隣接する
前記ゲート内の前記溶融金属材料が局所的に加熱され、前記１又は複数のモールドキャビ
ティ内にあって、前記溶融物が凝固する前記モールドの領域は、誘導加熱されない、請求
項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記溶融物リザーバは、前記１又は複数のモールドキャビティの上方に配置されるモー
ルド注入カップである、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記誘導コイルは、前記１又は複数のモールドキャビティ内の前記溶融金属材料が凝固
するまで、励磁される、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記溶融金属材料が、前記予熱モールドに導入される前に、前記モールドは、２０μｍ
Ｈｇ未満の圧力まで排気された上側真空鋳造チャンバ内に配置される、請求項１に記載の
方法。
【請求項６】
　前記モールドは、大気中に配置される、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記予熱モールドに前記溶融金属材料を導入する前に、前記予熱モールドを下側チャン
バから前記上側真空鋳造チャンバ内の前記誘導コイルの下側へと移動させて、前記溶融物
リザーバの周りに、前記誘導コイルを局所的に配置させる工程を含む、請求項５に記載の
方法。
【請求項８】
　前記溶融物リザーバに残っており、凝固した材料を再利用して、別の鋳造物を作製する
工程を更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　複数のリザーバと、各々のリザーバに個別に隣接する誘導コイルとを設ける工程を含む
、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　酸素反応合金元素を含む溶融超合金を真空鋳造する方法において、
　上側真空鋳造チャンバにて前記溶融超合金が入るるつぼの下方にある前記上側真空鋳造
チャンバ内の固定位置に誘導コイルを設ける工程であって、前記誘導コイルは、前記るつ
ぼの近くにある開口と、鋳造がなされるモールドの注入カップのみに沿って延びるコイル
高さとを有している、工程と、
　前記真空鋳造チャンバの外側にて予熱された前記モールドを、下側チャンバから前記上
側真空鋳造チャンバへと移動させて、前記誘導コイルが前記注入カップのみに沿って延び
て、前記注入カップに局所的に隣接するように、前記誘導コイルの前記コイル開口に前記
予熱モールドの前記注入カップのみを配置する工程と、
　１又は複数のモールドキャビティを含む前記予熱モールドの領域を、前記上側真空鋳造
チャンバ中にて前記誘導コイルの下側及び外側に、且つ前記誘導コイルから離間して配置
されたままにする工程と、
　前記コイル開口を通して前記注入カップへと、前記上側真空鋳造チャンバにて前記るつ
ぼから前記溶融超合金を注入することで、前記注入カップと、前記１又は複数の溶融キャ
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ビティに前記溶融超合金を供給するゲートとを介して、前記上側真空鋳造チャンバ内の前
記予熱モールドに溶融超合金溶融物を導入して、前記１又は複数のモールドキャビティを
溶融超合金で完全に満たすと共に、前記溶融注入カップと前記ゲート内に余剰溶融超合金
を残しておく工程と、
　前記モールドが前記上側真空鋳造チャンバ内にある間、前記溶融超合金が、真空下で、
前記予熱モールドの前記１又は複数のモールドキャビティ内で凝固する際に、前記上側真
空鋳造チャンバ内にて前記注入カップのみに沿って延びて、前記注入カップに局所的に隣
接して配置された前記誘導コイルを、前記注入カップ内に含まれる金属材料との誘導カッ
プリングを最大にして励磁して、前記注入カップ内の溶融超合金を局所的に加熱し、溶融
状態で維持する工程と、
を含む真空鋳造方法。
【請求項１１】
　超合金は、酸化反応するハフニウム、ジルコニウム、チタニウム、及び/又はアルミニ
ウムを含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記モールド内の超合金溶融物を凝固させて、収縮欠陥がない等軸粒鋳造部品を形成す
る工程を含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　酸化物スケールを存在させることなく超合金溶融物を凝固させる、請求項１２に記載の
方法。
【請求項１４】
　前記誘導コイルが励磁されて、前記注入カップと前記注入カップに隣接する前記ゲート
とが局所的に加熱され、前記１又は複数のモールドキャビティ内にある前記モールドの領
域は、誘導加熱されない、請求項１０に記載の方法。
【請求項１５】
　前記誘導コイルは、前記１又は複数のモールドキャビティ内の溶融超合金が前記上側真
空鋳造チャンバ内にて凝固するまで励磁される、請求項１０に記載の方法。
【請求項１６】
　前記予熱モールドに溶融超合金が導入される前に、前記上側真空鋳造チャンバは、２０
μｍＨｇ未満の圧力に排気される、請求項１０に記載の方法。
【請求項１７】
　前記下側チャンバから前記上側真空鋳造チャンバ内の前記誘導コイルの下側へと前記予
熱モールドを移動させて、前記予熱モールドに溶融超合金を導入する前に、前記誘導コイ
ルを前記注入カップの周りに局所的に配置する工程を含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１８】
　前記１又は複数のモールドキャビティは、鋳造ブレード又は鋳造翼を作製するために、
ガスタービンブレード又は翼の形状を有している、請求項１０に記載の方法。
【請求項１９】
　複数のリザーバと、各々のリザーバに個別に隣接する誘導コイルとを設ける工程を含む
、請求項１０に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、予熱モールド内の溶融金属材料の真空又は大気鋳造に関しており、改善され
た鋳造部品を形成するものである。溶融金属材料には、例えば、ニッケル又はコバルトベ
ース超合金、ステンレススチールなどが挙げられる。
【背景技術】
【０００２】
　ニッケルベース又はコバルトベース超合金は、真空又は大気中において、インベストメ
ントモールドにて鋳造され、その後、移動させられて、大気中で冷却される。発熱材料ホ
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ットトップ(exothermic material hot topping)が、モールド注入カップに適用されて、
凝固収縮欠陥が起こらない等軸粒鋳造ガスタービンブレード(equiaxed grain cast gas t
urbine blades)が作製される。例えば、タービンブレード等の鋳造において、従来の技術
者は、モールドが超合金材料で満たされた後、凝固が生じる際に、インベストメントモー
ルドの注入カップ内に残っている溶融超合金のリザーバに、アルミニウム含有粉末材料等
の放熱材料を配置して、溶融状態を維持することで、鋳造ブレードにおける凝固収縮に対
応している。そのような発熱材料を用いた大気中での鋳造処理には、幾つかの理由から不
都合があった。それらの理由には、モールド注入カップ内の溶融超合金と接触した発熱材
料が激しい反応(閃光と発火)を生じることに加えて、閉じ込め領域(containment area)か
ら煙と蒸気を安全に取り除く必要があることが含まれるが、これらに限定されない。熱い
鋳造物を大気に曝すことはまた、先端が下向きに(tip-down orientation)鋳造された場合
に、ブレードの根元などの鋳造ブレードの最後の凝固領域にて、表面スケールとして、望
ましくないハフニウム酸化物の形成を促進させる。それに加えて、発熱材料との反応によ
って、注入カップに残った超合金の汚染が起こって、汚染された注入カップの材料が、元
の材料に戻されて(リサイクルされて)、他の部品の鋳造で再び使用することができない程
度にまで及んでしまう。
【０００３】
　発熱材料の使用は、米国特許第６,４４６,６９８号に記載されており、当該特許では、
改良モールドが、溶融金属又は合金を鋳造するために用いられている。特に、モールドは
、モールド注入カップとモールドキャビティ上のリザーバとの間に、破壊可能な拡張部を
有するように改良されており、拡張部を介して、拡張部発熱材料が導入されて、リザーバ
内において、溶融金属又は合金の表面に配置される。
【０００４】
　米国特許第３,８４１,３８４号は、発熱材料を用いない鋳造プロセスを記載している。
当該特許では、上下に別れた誘導コイル(upper/lower split induction coil)が用いられ
ており、鋳造がなされるモールドの頂部に配置されたるつぼを加熱する。複数のコイルの
１つを励磁して、るつぼを最初に加熱し、そこに充填された固体金属又は合金を溶融し、
その後、両コイルを励磁して、るつぼ内の溶融物を過熱すると共に、るつぼから溶融金属
又は合金を受け取って鋳造するモールドを予熱する。
【０００５】
　米国特許第５,５９２,９８４号、第６,０１９,１５８号、及び第６,６４０,８７７号は
、発熱部材を用いない鋳造方法を記載している。当該方法では、溶融金属で満たされた後
、鋳造チャンバを加圧すること、又はモールド上に加圧キャップを設けることによって、
予熱モールド内での溶融金属又は合金の凝固による収縮欠陥が減される。モールド全体が
、鋳造の前に予熱されて、更なるモールド加熱はなされない。
【０００６】
　米国特許第４,８３２,１１２号は、発熱材料を用いないＭＸ鋳造プロセスを開示してい
る。当該特許では、制御された低温過熱がなされた溶融金属又は合金が、モールドに入れ
られて、電磁撹拌が施されて、ほとんど加熱することなく、モールド内の溶融金属又は合
金中に乱流が誘起される。
【発明の概要】
【０００７】
　本発明は、収縮欠陥がない鋳造部品を形成するために、発熱材料を用いないで、真空下
又は大気中で、溶融金属材料を鋳造する方法と装置を提供するものである。
【０００８】
　図示された実施形態において、本発明の方法及び装置は、溶融金属材料(溶融物)を、予
熱モールドに投入するものであって、予熱モールドは、注入カップなどの溶融物リザーバ
と、１又は複数のモールドキャビティに溶融物を供給するゲートとを備える。余剰溶融物
は、注入カップ等の溶融物リザーバと、１又は複数のモールドキャビティに凝固中に供給
するためのゲートとに与えられる。誘導コイルが、溶融物リザーバに局所的に隣接して配
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置され、予熱モールドの１又は複数のモールドチャンバ内において、溶融金属材料が凝固
する際に、溶融物リザーバの余剰溶融物を局所的に加熱するように励磁されて、その溶融
状態を維持する。余剰溶融金属材料は、モールドキャビティ内で凝固が進行している際に
、必要に応じて、収縮欠陥を取り除くために供給される。
【０００９】
　本発明の例示的な実施形態では、予熱モールドと誘導コイルは、真空チャンバ中又は大
気中において相対的に移動させられて、溶融金属材料を予熱モールドに導入する前に、誘
導コイルが、溶融物リザーバの周りへ局所的に配置される。誘導コイルが励磁されて、溶
融物リザーバ内の余剰溶融金属材料を局所的に加熱して、溶融状態を維持する。１又は複
数のモールドキャビティ内にあるモールド領域は、ほとんど加熱されない。
【００１０】
　本発明の特定の例示的な実施形態は、酸素反応性合金元素(合金類(alloyant))(例えば
、ハフニウム、ジルコニウム、チタニウム、アルミニウム等)を含む溶融超合金を真空鋳
造することを含んでいる。０．０２０ｍｍＨｇ未満にされた真空チャンバ内に存在する予
熱セラミックインベストメントモールドのモールド注入カップ(又は、他のリザーバ)とゲ
ートとに、溶融超合金を導入して、モールドキャビティ内を超合金で満たし、予熱モール
ドのモールドキャビティ内において真空下で超合金が凝固する際に、モールド注入カップ
(又は他のリザーバ)の周りに局所的に配置された誘導コイルを励磁して、溶融物リザーバ
内にある余剰溶融超合金を局所的に加熱し、溶融状態で維持することで、収縮欠陥がなく
、ハフニウム又は他の反応元素の酸化スケールが存在しない等軸粒超合金鋳造部品を製造
する。モールドキャビティは、本発明の特定の実施形態に従って、ガスタービン、ブレー
ド、翼部、又は別の構成要素の形状とすることができる。
【００１１】
　更に別の実施形態において、本発明は、溶融金属材料を真空鋳造する装置を提供するも
のであり、当該装置は、予熱モールドを受け入れる真空鋳造チャンバを備えている。熱モ
ールドは、溶融物リザーバと、モールドキャビティに連通して、モールドキャビティをリ
ザーバからの溶融金属材料で満たすためのゲートとを有する。当該装置は、更に、溶融物
リザーバに局所的に隣接して配置され、電源によって励磁される誘導コイルを備えており
、予熱モールドのモールドチャンバ内において、溶融金属材料が真空下で凝固する際に、
溶融物リザーバ内で余剰溶融金属材料を局所的に加熱して、余剰溶融金属材料を溶融状態
で維持する。本発明の特定の実施形態において、真空鋳造チャンバとモールド予熱チャン
バとの間のバルブが開いている場合、真空鋳造チャンバは、モールド予熱チャンバと連通
する。溶融注入カップ(又は他のリザーバ)周辺に、局所的に誘導コイルを配置するために
、誘導コイル及び予熱モールドは、相対的に移動可能である。溶融金属又は合金用のフィ
ルタが、随意選択的に、注入カップ、リザーバ、及び/又はゲートに設けられてよい。
【００１２】
　更なる例示的な実施形態では、これに限定されるものではないが、ステンレススチール
の鋳造に有用であり、本発明の方法と装置は、溶融金属材料(溶融物)を、周囲空気(大気)
中の予熱モールド内に導入する。モールドは、注入カップなどの溶融物リザーバと、１又
は複数のモールドキャビティに溶融物を供給するゲートとを備える。余剰溶融物が、例え
ば、注入カップ等の溶融物リザーバと、１又は複数のモールドキャビティに凝固中に供給
するゲートとに供給される。誘導コイルが、溶融物リザーバに、局所的に隣接して配置さ
れ、予熱モールドの１又は複数のモールドチャンバ内において、溶融金属材料が大気中で
凝固される際に、溶融物リザーバ内の余剰溶融物を局所的に加熱するように励磁されて、
溶融状態を維持する。モールドチャンバ内の大気中で凝固が進行する際に、余剰溶融金属
材料が、必要に応じて、収縮欠陥を取り除くために供給される。
【００１３】
　本発明を実施する利点は、モールド注入カップの溶融物上に配置される既に使用済みの
発熱材料に関する激しい反応(閃光と発火)の発生を避けることと、凝固後にモールド注入
カップ内に残っている凝固金属材料の汚染を避けて、その金属材料を再利用できるように
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することと、鋳造部品の収縮欠陥を避けることと、特定の超合金が鋳造される場合にて、
鋳造部品の最後の凝固領域において、望まない反応元素の酸化物が表面スケールとして形
成するのを避けることである。
【００１４】
　本発明のこれら及び他の利点は、以下の図面と共に以下の詳細な説明から、当業者にと
って、非常に容易に明らかとなるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、本発明の例示的な実施形態による真空鋳造装置の概略斜視図である。
【図２】図２は、モールド注入カップ(溶融物リザーバ)内の余剰溶融金属材料を局所的に
熱するための真空誘導加熱ホットトップ用誘導コイル(ＶＩＨＴコイル)を有する真空鋳造
チャンバの拡大概略斜視図である。
【図３】図３は、注入カップと、ゲートによって連通されるデュアルモールドキャビティ
領域とを有するセラミック製インベストメントシェルモールドの上部領域の概略斜視図で
ある。
【図４】図４は、モールド配置用固定具、即ちスタンドに配置された予熱モールドの斜視
図であって、図１の下側モールド受入チャンバと上側真空鋳造チャンバとの間にてエレベ
ータで運ばれる。
【図５】図５は、誘導コイル支持フレームと、当該支持フレームに装着されたＶＩＨＴコ
イルの概略斜視図である。
【図６】図６は、誘導コイル支持フレームと、予熱モールドの複数の注入カップに熱を加
えるために、当該支持フレームに装着された複数のＶＩＨＴコイルの概略斜視図である。
【図７】図７は、モールド注入カップにある溶融金属用フィルタの斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明における例示的なある実施形態は、鋳造部品の収縮欠陥及び鋳造部品上の望まな
い酸化物表面スケールを減少させる又は排除する条件で、真空鋳造チャンバ中の予熱モー
ルド内での溶融金属材料を真空鋳造することに関するものである。さらに、この真空鋳造
方法は、凝固後に、モールド注入カップ(又は他のリザーバ)内に残っている凝固した金属
材料の汚染を避けるために行われ、他の鋳造部品の鋳造において、それを元の状態に戻し
て再利用することができる。
【００１７】
　図１乃至図５は、本発明の例示的な実施形態に従った、金属材料の真空溶融と鋳造をす
るための装置を示す。真空溶融及び鋳造できる金属材料は、これらに限定されるものでは
ないが、金属、合金、金属間化合物やその他の金属材料を含んでいる。本発明を説明する
ものであって、限定するものではないが、本発明の方法と装置は、例えば、タービンブレ
ード、タービンノズル、タービンブランケットやその他の構成要素のような、ガスタービ
ン構成部材の製造に用いられるタイプのニッケルベース超合金(又は、コバルトベース超
合金)の真空溶融と真空鋳造に関して説明されている。このようなニッケルベースの超合
金及びコバルトベースの超合金は、よく知られており、Ｍａｒ－Ｍ ２４７及びＲｅｎｅ
８０を含んでいるが、これらに限定されない。本発明は、特に、ハフニウム(Ｈｆ)、ジル
コニウム(Ｚｒ)、チタニウム(Ｔｉ)、アルミニウムなどの酸素反応合金元素を含むニッケ
ルベース又はコバルトベースの超合金の真空鋳造に役立つ。これらは、大気中で鋳造され
る場合に、鋳造部品の最後に凝固する領域(last-to-solidify)又はその他の領域上に、望
ましくない酸化物スケール(酸化ハフニウム)を形成する。
【００１８】
　例示の装置は、上側真空鋳造チャンバ(10)と、下側モールド受入チャンバ(12)とを備え
ており、それらは、移動自在(例えば、スライド自在)なバルブ(14)によって、互いに連通
している。バルブ(14)は、中間チャンバ壁Ｗにあって、チャンバ(10)(12)の間を移動する
モールドＭが通る開口ＯＰを開閉する。予熱モールドＭが、モールド受入チャンバ(12)か
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ら、鋳造用の真空鋳造チャンバ(10)に移動する場合、バルブ(14)が開かれて、予熱モール
ドＭがエレベータ(50)によって上昇して、真空鋳造チャンバ(10)に入る。ニッケルベース
又はコバルトベース超合金が、溶融されており、上側真空鋳造チャンバ(10)内の予熱モー
ルドにて鋳造される場合、上側真空鋳造チャンバ(10)は、例えば、約０.０２０ｍｍＨｇ
未満、好ましくは０.００１ｍｍＨｇ未満の真空状態(亜大気圧)で維持される。下側モー
ルド受入チャンバ(12)は、通常、予熱モールドがチャンバ(12)に入れられると、チャンバ
(10)と同じ真空レベルに維持される。
【００１９】
　通常、モールドＭは、ガス、電気、又はその他の方式で焚かれる、別個の外部モールド
予熱炉(図示せず)内で予熱される。予熱モールドＭは、その後、予熱炉からモールド受入
チャンバ(12)へと移動する。モールドＭは、周囲の大気雰囲気と通じる気密封止ドア(32)
を通ってチャンバ(12)へと、手動又はロボット制御で移動させられる。予熱モールドＭは
、チャンバ(12)内にて、図４のリフト又はエレベータ(50)上にあるモールド配置固定部、
つまりスタンド(72)に配置される。エレベータ(50)は、チャンバ(12)の内側又は外側に配
置されるラム(51)及びラムアクチュエータ(53)を介して昇降する。ラムアクチュエータ(5
3)は、油圧、電気、又は他のモーターである。ドア(32)が閉じられて、気密封止された後
、通常、１又は複数の適切な真空ポンプ(61)によって、チャンバ(12)内に相対的な真空状
態が達成される。
【００２０】
　下側モールド受入チャンバ(12)は、随意選択的に、従来の電気抵抗発熱コイル、又は、
他の加熱装置を含んでおり、チャンバ(10)内において、鋳造するために適切な上昇温度ま
でモールドＭを予熱するか、追加的に予熱してもよい。
【００２１】
　上側真空鋳造チャンバ(10)は、図１に示されているように、セラミック溶融るつぼライ
ナー(30b)の周りに、１又は複数の誘導コイル(30a)を有する誘導加熱溶融るつぼ、電気抵
抗溶融るつぼ、又は他の適切な溶融るつぼのような溶融るつぼ(30)を備えており、ニッケ
ルベース又はコバルトベース超合金の固体装入物(solid charge)を溶融して、るつぼ(30)
から、モールドＭの注入カップＰＣに、溶融物を排出(注入)する。これは、るつぼシャフ
ト(31)と、そのシャフト(31)に接続された適切なロータリモータ(60)の回転とによって、
るつぼを回動させることでなされる。シャフト(31)は、るつぼ支持棚(33)に連結しており
、るつぼ支持棚(33)と共に回転するように、るつぼ支持棚(33)には、るつぼ(30)が固定さ
れている。
【００２２】
　るつぼ(30)は、随意選択的に、モールドＭの注入カップＰＣに連通する下側溶融放出開
口(図示せず)を備えてよい。下側溶融放出開口は、セラミック製ストッパーロッド又はそ
の他の適切なバルブによって閉じられて、下方にある予熱モールドＭの注入カップＰＣ(
又は他のリザーバ)への溶融物の放出を制御する。
【００２３】
　溶融される固体装入物は、金属インゴット、棒、又はその他の固体ストック、或いは、
予め合金化されたインゴット、棒、又はその他の固体のストックであってよい。または、
固体装入物は、合金の各基本金属成分及び／又は非金属成分を適切に配合したものであっ
てよい。固体装入物は、ドア(17)を介して、別個の固体装入物用受入チャンバ(16)に導入
される。チャンバ(16)は、チャンバ(10)上に配置されており、バルブ(14)により開閉され
るチャンバ(10)(12)の間の開口ＯＰと同様な有弁開口(valved opening)ＯＰ２によって、
チャンバ(10)と連通する。溶融される固体装入物がチャンバ(16)内に配置されて、ドア(1
7)が閉じられた後、チャンバ(16)は、１又は複数の適切な真空ポンプ(65)によって排気さ
れ、溶融される固体装入物は、チャンバ(16)にある昇降機又はその他の移送装置によって
、チャンバ(16)から、排気されたチャンバ(10)内のるつぼ(30)に降ろされる。
【００２４】
　るつぼ(30)は、可動ドア(32)に取り付けられており、可動ドア(32)は、周囲の大気雰囲
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気に開かれて、チャンバ(12)内のエレベータ(50)に予熱モールドＭを配置できるようにさ
れている。ドア(32)は、チャンバ(10)(12)の壁又は壁部を構成する気密封止閉位置に移動
でき、それにより、真空ポンプ(61)によって、所望の真空レベルが、チャンバ(10)(12)内
に達成される。例示の目的であって、これらに限定されるものではないが、ニッケルベー
ス又はコバルト超合金の真空溶融又は鋳造において、２０ミクロン－Ｈｇ(μｍ－Ｈｇ)未
満の真空レベルが、通常、チャンバ(10)(12)内で達成される。
【００２５】
　ドア(32)が閉じられて、真空気密にされると、るつぼ(30)は、真空導入ホットトップ用
誘導コイル(ＶＩＨＴコイル)(40)の上方に配置される。ＶＩＨＴコイル(40)は、１又は複
数の支持プレート(41)に取り付けられており、これら支持プレート(41)はまた、第１クロ
スサポートフレーム(42)に支持されている。当該クロスフレーム(42)はまた、第２支持フ
レーム(44)の上側レールに調節可能に取り付けられている。第２支持フレーム(44)には、
調節孔(45)が備えられており、るつぼ(30)からモールドＭに注ぎ込まれる溶融流の位置に
対して、ＶＩＨＴコイル(40)の位置を初期調整できる。第２フレーム(44)は、モールド予
熱チャンバ(12)と真空鋳造チャンバ(10)との間に配置された中間壁Ｗに取り付けられてい
る。
【００２６】
　ＶＩＨＴコイル(40)は、水冷銅製中空コイルを備えている。当該コイルの内面は、セラ
ミックグラウト材で塗られており、るつぼ(30)から放出される溶融流の熱から中空コイル
が保護される。セラミックグラウト材には、例えば、ジルコン、アルミナ、シリカ、又は
それらの混合物などがある。このため、コイル(40)は、図５の矢印で示されているように
、冷却水導管に接続するのに適した器具Ｆを含んでいる。
【００２７】
　図２にて、ラインＬとして模式的に示されている電力ワイヤによって、電力が、外部電
源Ｓ、例えば、誘導真空導入電源からコイル(40)に供給される。外部電源Ｓは、真空鋳造
チャンバ(10)に隣接する外壁面又は他の適切な位置に取り付けられている。
【００２８】
　図１乃至図４において、モールドＭは、注入カップＰＣ(溶融物リザーバ)を有するセラ
ミック製インベストメントモールドとして示されており、注入カップＰＣは、ゲートＧに
よって、モールドのモールドキャビティ形成モールド領域Ｒ１、Ｒ２の夫々にあるデュア
ルモールドキャビティＭＣ１、ＭＣ２に連通する。モールドキャビティＭＣ１、ＭＣ２(
概略的に示されている)は、鋳造されるガスタービンエンジンブレードの形状をしている
が、モールドキャビティは、作製される鋳造部品に応じた任意の形状にすることができる
。セラミック製インベストメントシェルモールドは、周知のロストワックスインベストメ
ントモールディングプロセスによって、一体成形される。しかしながら、本発明にて、こ
れらに限定されないが、機械耐熱金属製又はセラミック製モールド、つまり、予め形成さ
れたセラミックモールドを含むその他のタイプのモールドを使用することが想定される。
【００２９】
　さらに、図１乃至図４の実施形態は、溶融物リザーバとして機能する一体型上側注入カ
ップＰＣを有しているモールドＭを示しているが、本発明では、一体型溶融物リザーバを
有する、或いは、モールドとは別個の溶融物リザーバを有する他のタイプのモールドが含
められてよい。別個の溶融物リザーバはさらに、モールドキャビティに連通して、鋳造部
品の収縮欠陥を排除するために、凝固中にモールドキャビティに供給する余剰溶融物を与
える。
【００３０】
　図３乃至図４では、予熱モールドＭのモールド注入カップＰＣは、モールド位置決め固
定具、即ちスタンド(72)の位置決め管(71)に最初に配置されるものとして図示されている
。スタンド(72)は、チャンバ(12)内にてエレベータ(50)に固定されている。次に、エレベ
ータ(50)が上昇して、図１及び図２に示された真空チャンバ(10)内の鋳造位置に、予熱モ
ールドを配置する。
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【００３１】
　図７に示されているように、溶融金属用フィルタ(60)が注入カップＰＣに配置されてよ
く、モールドキャビティＭＣ１、ＭＣ２に入る前に、溶融流動物から、ドロスや他の汚染
物質を取り除くことができる。図７において、フィルタ(60)は、ロックタブ(61)を備えて
おり、それらは、注入カップＰＣのスロットＳＬに個々に入って係合して、所定の位置に
フィルタを固定する。代わりに又は更に、フィルタが、モールドのゲートＧに配置されて
もよい。本発明の利点は、フィルタ(60)が注入カップに存在しないかのように、コイル(4
0)の電磁場が、フィルタ(60)の存在に影響されず、凝固収縮がもたらされ続けることであ
る。このことは、発熱材料を適用する前にあらゆるフィルタを取り除かれなければならな
かった、鋳造後に発熱ホットトップを用いる従来の手順とは対照的である。
【００３２】
　本発明の方法の例示的な実施形態を実施する場合、モールドＭは、別個のモールド予熱
炉にて予熱されるが、モールドＭは注入カップの下側の位置にて保持される。モールドＭ
が、外部の予熱炉で予熱されて、所望の(周囲温度を超える(superambient))鋳造温度に上
昇した後で、予熱されたモールドは、逆さまにされて、チャンバ(12)内のエレベータ(50)
にあるモールド位置決め固定具、即ちスタンド(72)の位置決め管(71)に配置される。ドア
(32)が閉鎖されて、気密封止される。
【００３３】
　次に、チャンバ(12)は、通常、チャンバ(10)と同じ真空レベルになるまで排気され、バ
ルブ(14)が開けられて、固定具、即ちスタンド(72)にある予熱モールドＭが、エレベータ
(50)を用いて上昇して鋳造位置に達する。鋳造位置では、注入カップＰＣが、ＶＩＨＴコ
イル(40)の内にて居所的に隣接して、るつぼ(30)の下方に位置しており、注入カップＰＣ
は、るつぼ(30)からの注入溶融流を受け取ることができる。
【００３４】
　予熱モールドＭが鋳造位置に上昇する前又は後にて、るつぼ(30)内の固体装入物は、チ
ャンバ(10)内において、真空下で溶融することができる。通常、チャンバ(10)内にて、る
つぼ(30)の固体装入物を真空下で溶融することと並行して、モールドＭは、チャンバ(10)
(12)の外側で予熱されて、チャンバ(12)内のエレベータ(50)上の固定具、即ちスタンド(7
2)に運ばれる。
【００３５】
　次に、るつぼ(30)が回転して、注入カップＰＣ(溶融物リザーバ)と、真空チャンバ(10)
にある予熱モールドＭのゲートＧとに超合金溶融物を導入して(注いで)、注入カップＰＣ
及びゲートＧを介してモールドキャビティＭＣ１、ＭＣ２を超合金溶融物で満たす。超合
金溶融物が予熱モールドＭに導入されて、モールドキャビティＭＣ１、ＭＣ２が、超合金
溶融物で完全に満たされると共に、溶融物リザーバとしての注入カップ内と、モールドキ
ャビティ上にあるゲートＧ内とに余剰超合金溶融物が残される。
【００３６】
　モールドが満たされた直後において、チャンバ(10)内の予熱モールドＭのモールドキャ
ビティＭＣ１、ＭＣ２にて、超合金溶融物が真空下で凝固する際に、溶融状態を維持する
必要があれば、ＶＩＨＴコイル(40)が、電源Ｓによって励磁されて、注入カップＰＣ内と
隣接するゲートＧ内とに残っている超合金溶融物を局所的に加熱する。コイル(40)の電磁
場は、注入カップに残っている余剰超合金溶融物にカップリングして、モールドキャビテ
ィ内にあるモールド領域Ｒ１、Ｒ２をほとんど加熱することなく、注入カップ内及び隣接
するゲート内の余剰溶融物を局所的に加熱する。通常、モールドキャビティＭＣ１、ＭＣ
２内で、超合金溶融物が完全に凝固するまで、コイル(40)が励磁される。その後、電力を
減らすことで、リザーバ(注入カップ)内の合金を、真空炉から取り除く前に凝固させる。
【００３７】
　コイル(40)の内径と高さ(コイル巻数)に加えて、モールド注入カップＰＣに対するＶＩ
ＨＴコイル(40)の空間とコイルの通電レベルとは、モールド注入カップＰＣの大きさと、
その中の余剰超合金溶融物の量とに依存しており、コイルの電磁場は、注入カップ内の余
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剰超合金溶融物とカップリングして、超合金溶融物がモールドキャビティ内で凝固する際
に、局所的に余剰超合金溶融物を加熱する。
【００３８】
　誘導コイル(40)は、溶融合金からコイルへの距離をできるだけ短くすることによって、
注入カップＰＣ内の余剰超合金とのカップリングを最大にするように設計される。その距
離は、通常２～４インチの範囲であるが、特定の構成要素の形状に依存して上下してもよ
い。更に、最小のエネルギーが用いられて、注入カップＰＣ内で合金を溶融状態で維持す
る。このエネルギーは処理中に変更されてよく、注入カップ内の合金を凝固させて、注入
カップに残っている合金の酸化及び窒化を最小にする。このことは、それが再利用に適し
ていることを確かなものとする。また、注入カップの合金を凝固する時間を、鋳造の凝固
の終わりに合わせることは有利であり、時間通りに、鋳造チャンバ(10)及び下側チャンバ
(12)からモールドを取り出して、装填される別のモールドが、サイクルタイムに影響を及
ぼすことなく、時間通りに注がれることを可能にする。
【００３９】
　超合金溶融物が、時間経過により、モールドキャビティＭＣ１、ＭＣ２内において、真
空下で凝固して、収縮欠陥がなく、且つ酸化スケールが存在しない、等軸粒の超合金鋳造
部品を製造する。酸化物スケールは、ある種のニッケルベース超合金に存在するハフニウ
ムのような、超合金の反応元素の酸化に由来する。必要に応じて、超合金溶融物が予熱モ
ールドＭ内に注がれた後、アルゴン等の不活性熱伝導冷却ガスを、所定の間、チャンバ(1
0)に注ぎ込むことによって、チャンバ(10)内の凝固レートを上昇させることができる。
【００４０】
　超合金溶融物が、モールド内で完全に凝固して、合金の凝固温度を下回る数百度に冷却
されると、バルブ(14)が開かれて、モールドエレベータ(50)を用いて、鋳造溶融物がチャ
ンバ(12)へと下方に移動される。それは、チャンバ(12)内にて大気温度まで冷却されるか
、又は、チャンバ(12)の外側に取り出されて、大気中で冷却される。
【００４１】
　モールドＭが、複数の注入カップ又はその他のリザーバを備えており、それらが、ガス
タービンエンジン翼よりも大きな鋳造に用いられることがある場合、図６に示されている
ように、複数のＶＩＨＴコイル(40)(40')(40'')が、支持プレート(41')の支持部(42')(44
')に配置されてよい。コイル(40)(40')(40'')の設計と動作は、単一のＶＩＨＴコイル(40
)について上述したものと同じ特徴を含んでいる。
【００４２】
　本発明を実施する利点は、モールド注入カップ内の溶融物上にある使用済みの発熱材料
に関した激しい反応(閃光と発火)の発生を避けること、凝固後にモールド注入カップに残
る凝固した金属材料の汚染を避けて、再利用できるようにすること、鋳造部品の収縮欠陥
を防ぐこと、特定の超合金が鋳造される場合に、鋳造部品の最後の凝固領域の表面スケー
ルに、反応元素の酸化物の望まれない形成を避けることである。
【００４３】
　以下の実施例は、更に具体的な説明を提供するものであり、本発明を限定するものでは
ない。
【００４４】
＜実施例＞
　長さが２６インチであり、重量が２３ポンドである等軸粒ガスタービンブレードが、上
述しており、図１乃至図５で示したものと同様な装置を用いて、Ｍａｒ－Ｍ２４７ニッケ
ルベース超合金で真空鋳造された。
【００４５】
　モールド予熱温度は、２２００°Ｆであった。超合金注入温度は、２７０５°Ｆであり
、るつぼでの溶融サイクルの時間は、約２５分であった。モールドへの超合金溶融物注入
時間は、約１０秒であった。
【００４６】
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　ＶＩＨＴコイルの内径は、８インチであり、コイルの巻数は４であった。ＶＩＨＴコイ
ルの内面には、アルミナ、シリカ、ジルコングラウトのセラミック層で覆われた。セラミ
ック層は、手で塗布され、又は、マンドレルを用いて形成された。ＶＩＨＴコイルの内面
は、注入カップの最大径から、０.５インチ離れていた。モールドに溶融合金を注ぎ込ん
だ後直ちに、ＶＩＨＴコイルは、９０ｋｗの電力レベルで１０分間励磁された。次に、注
入カップ内の合金が凝固するまで、０ｋｗまで段階的に電力を減少させた。ＶＩＨＴサイ
クルの総時間は、約２０分であった。注入カップ内の合金が凝固した後、モールドは、下
側溶融チャンバ(12)まで降されて、取り出されて、大気中で冷却された。真空鋳造チャン
バ内の真空レベルは、注入時で１５μｍ－Ｈｇとされた。
【００４７】
　鋳造ブレードは、等軸粒微細構造を有しており、鋳造ブレードの最後の凝固の根元領域
での、収縮欠陥とハフニウムの酸化物スケールは存在していなかった。更に、注入カップ
内で凝固された超合金は閉じており(closed)、酸化物汚染がなく、元の状態に戻して、他
の部品の鋳造に再利用することができる。
【００４８】
＜大気鋳造＞
　本発明の例示的な別の実施形態は、これに限定されないが、大気中で、ステンレススチ
ール(又は、他の金属若しくは合金)を鋳造することに利用できる。ステンレススチールに
は、これらに限定されないが、フェライト系、オーステナイト系、ＰＨ(析出硬化)ステン
レス鋼が含まれる。その方法と装置は、溶融金属材料(溶融物)を、周囲空気(大気)中にて
予熱モールドに導入するものであり、モールドは、１又は複数のモールドキャビティに溶
融物を供給する注入カップなどの溶融物リザーバと、ゲートとを備える。余剰溶融物は、
注入カップ等の溶融物リザーバと、凝固中に１又は複数のモールドキャビティに供給する
ゲートとに与えられる。コイル(40)のような誘導コイルが、溶融物リザーバに、局所的に
隣接して配置され、予熱モールドの１又は複数のモールドキャビティにおいて、溶融金属
材料が大気中で凝固される際に、局所的に溶融物リザーバの余剰溶融物を加熱するように
励磁されて、溶融状態を維持する。モールドチャンバ内にて大気中で凝固が進行する際に
、余剰溶融金属材料が必要に応じて供給されて、収縮欠陥が取り除かれる。
【００４９】
　例えば、予熱モールドでステンレススチール溶融物を鋳造するために、上記の一連のス
テップ中、上記のチャンバ(10)(12)は単に、周囲空気(大気圧)に通じたままにされてよい
。又は、チャンバ(10)(12)が省かれてよく、予熱モールドは移動して、図５の符号(40)で
示されている型のＶＩＨＴコイル内にその注入カップを配置し、モールド注入カップの上
方に配置されており、ステンレススチール溶融物を含んでいる図１及び図２にて符号(30)
で示された型のるつぼを用いて、大気中で鋳造されてよい。ＶＩＨＴコイルは、図５に示
されたものと同様の支持プレートと支持体で支持される。
【００５０】
　本発明について、特定の実施形態に関して上述したように説明されているが、発明を限
定することを意図するものではなく、本発明は、添付の特許請求の範囲で規定される。
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